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さぬき市再生可能エネルギー導入計画策定業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

本市では、２０５０年までに温室効果ガスの排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシ

ティ」宣言の表明を予定しており、市、事業者、市民などが連携して地球温暖化対策に取り

組んでいくことを目指している。 

そこで、「ゼロカーボンシティ」の達成に向けて、再生可能エネルギーの導入目標及び施

策の方向性を本業務で明らかにするとともに、目標達成の具体的なビジョンを策定するこ

とで、市、事業者、市民等の各主体が連携して地球温暖化対策に取り組んでいくことを目

的とする。 

本業務の実施に当たっては、「令和４年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域

脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業）」の「2050年までの

脱炭素社会を見据えて再生可能エネルギーの導入目標を策定する事業（第 1号事業の 1）」

を活用し、ゼロカーボンシティの実現に向けた戦略策定を行うため、本事業の主旨を理解

した専門的な知識がある事業者を公募型プロポーザル方式により選定するものである。 

 

２ 業務の概要  

(1) 業務名  

さぬき市再生可能エネルギー導入計画策定業務（以下「本業務」という。）  

(2) 業務の目的及び内容  

別紙｢さぬき市再生可能エネルギー導入計画策定業務仕様書｣（以下「仕様書」という。）

のとおり。ただし、契約時における仕様書は、契約候補者として選定された参加者の企画

提案内容に応じて、仕様を変更することがある。 

(3) 契約方法 

公募型プロポーザル方式による随意契約とする。 

(4) 業務期間 

契約締結日から令和５年２月１０日まで 

 

３ 提案限度額 

９，９８８，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）を上限とする。 

 

４ プロポーザルのスケジュール 

項   目 期 限 等 備考 

プロポーザル実施 
公告（公募開始） 令和４年８月４日（木） 

実施要領（様式）は市ホ

ームページからダウン

ロードすること。 

実施要領等に関す

る質問の提出期限 
令和４年８月１２日（金）正午まで  
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項   目 期 限 等 備考 

質問の回答期限 令和４年８月１６日（火）  

参加申込書提出期

限 
令和４年８月１８日（木）午後５時まで 持参又は郵送 

提案書等提出期限 令和４年８月２３日（火）午後５時まで 持参又は郵送 

審査（プレゼンテー
ション実施） 

令和４年８月３０日（火） 個別の時間は別途通知 

選定結果通知 令和４年９月初旬（予定）  

契約締結 令和４年９月上旬（予定）  

 

５ 参加資格 

本プロポーザルに参加できる者は、以下の要件を全て満たす法人又は団体とする。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこ

と。 

(2) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続の申立て及び民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行っていない者である

こと。ただし、同法に基づく再生計画認可の決定（確定したものに限る。）を受けた者は、

この限りではない。 

(3) 役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

に規定する暴力団員又は暴力団もしくは暴力団と密接な関係を有するものでないこと。

また、契約の履行に係る業務の一部を、第三者に請け負わせる場合にあっても同様とす

る。 

(4) 本プロポーザルを実施する旨の告示の日から本業務委託契約締結の日までの間におい

て、さぬき市から指名停止の措置を受けていないこと。 

(5) 令和４年度において、さぬき市の入札参加資格者名簿に登載され、香川県内に本店、

支店、又は営業所を有する者であること。 

(6) 選任を予定する管理技術者及び照査技術者が、次の要件を満たす者であること。 

 ア 技術者は総合技術監理部門又は建設部門（建設環境）の資格を有していること。 

イ 過去５年間において、次に掲げるいずれかの要件を満たす業務の完了実績を有して

いること。 

① 国又は地方公共団体が発注する再生可能エネルギー、地球温暖化対策分野で同種

又は類似業務と認められる調査・検討・導入業務 

② 地方公共団体が発注する環境省関連補助事業（二酸化炭素排出抑制対策事業費等

補助金等）の調査・検討・導入業務 

ウ 契約時において、受注者と３ヶ月以上直接的な雇用関係であること。 

(7) 市町村税の滞納がないこと。 
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６ 参加申込書等の提出 

本プロポーザルに参加しようとする者は、次に掲げる書類を提出すること。 

(1) 提出書類 

ア 参加申込書（様式１）     １部 

イ 会社概要（任意様式）     １部 

法人等の名称、所在地、代表者氏名、法人の職員数等の記載のあるもの。 

※既存パンフレット等可。ただし、その場合は、１０部提出すること。 

ウ 登記簿謄本（写し）      １部 

エ 業務実績書（様式２）     １部 

事業者の業務実績を具体的に記載すること。 

ただし、（一財）日本建設情報総合センターの測量調査設計業務実績情報システム（Ｔ

ＥＣＲＩＳ）に登録されている場合は、「登録内容確認書（業務実績）」（登録種別が完

了登録となっているもの）を提出することでこれに代えることができる。 

平成２９年４月１日以降の同種又は類似業務の実績を最大５件まで記載すること。 

オ 業務実施体制（任意様式）   １部 

業務の実施体制及び分担業務の内容について記載すること。 

業務全体を統括する責任者及び仕様書の各業務の管理責任者（兼務可）と併せ、当該

責任者の資格（業務に係るものに限る。）及び各責任者の業務実績を具体的に記載する

こと。 

カ 誓約書（様式３）       １部 

キ 市町村税の滞納が無いことを証明する書類。 

(2) 提出期限 

令和４年８月１８日（木）午後５時 （必着）  

(3) 提出方法 

持参又は郵送（簡易書留郵便に限る。） 

(4) 提出先 

〒７６９－２１９５ さぬき市志度５３８５番地８ 

さぬき市市民部生活環境課 再生可能エネルギー導入担当 宛 

 

７ 参加資格の確認及び提案書等の提出 

参加資格が確認された者は、次のとおり提案書等を提出すること。 

(1) 提出書類 

ア 提案書（表紙（様式５）及び本文（任意様式）） 

Ａ４判（表紙を含め２５ページ以内にまとめるものとする。） 

仕様書に基づき、次の内容を含む提案書を簡潔にまとめること。 

① 基本方針 

例）業務実施に対する取組姿勢や提案方針、業務実施に当たって重要と考えるポイン

ト、本事業による効果、将来的な見通し等 
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② 実施体制 

③ 実施方法（仕様書及び提案する業務内容ごとの進め方、実施内容、実施手法等） 

④ 実施スケジュール 

⑤ 脱炭素シナリオ（構成イメージ） 

⑥ 地方創生を実現するための脱炭素ロードマップ 

⑦ その他業務実施に要する事項（自由提案） 

イ 業務参考見積書（任意様式、Ａ４判） 

本業務に係る見積書に記名押印の上、仕様書の業務内容や提案書の内容に応じた費

用の内訳明細を添付すること。なお、税込みで記載すること。 

(2) 提出期限 

令和４年８月２３日（火）午後５時 （必着）  

(3) 提出方法及び提出先 

６(3)及び(4)と同じ 

(4) 提出部数 

１０部（正本１部、副本９部） 

(5) 留意事項 

ア (1)の提出書類は、提出後の追加、修正等は認めない。 

イ (2)の提出期限に提案書等の提出がなかった場合は、辞退したものとみなす。 

 

８ 質問の受付及び回答 

提案書等の作成に関する質問の受付及び回答は、次のとおりとする。 

(1) 質問の受付 

ア 提出書類 質問書（様式４） 

イ 提出期限 令和４年８月１２日（金）正午まで 

ウ 提出方法 Ｅメール（訪問又は電話による質問は、受け付けない。） 

エ 提 出 先 １４に記載のＥメールアドレス 

(2) 回答方法等 

ア 回答期限 令和４年８月１６日（火） 

イ 回答方法 取りまとめ後、質疑者を伏せた上で、さぬき市ホームページ上で公表す

る。また、質疑への回答はそのまま仕様の追加又は修正とみなすこととす

る。 

 

９ プレゼンテーション等 

プレゼンテーション及び提案に係るヒアリングは、次のとおり実施する。 

(1) 日時 

令和４年８月３０日（火）（予定） 

※時間等詳細については、参加届提出後、Ｅメール又は文書にて別途通知する。 

(2) 会場 

さぬき市志度５３８５番地８ さぬき市役所２階２０３会議室 



5 

 

(3) 出席者 

３名以内 

(4) 内容 

ア プレゼンテーションの時間は、４０分以内とする。 

  （準備５分、説明２０分、質疑応答１０分、片付け５分） 

なお、提案書は、１事業者につき１案とする。 

イ 説明は、先に提出した提案書等の記載内容を逸脱しない範囲とし、提案書の要点を

簡潔にまとめたものとする。ただし、ヒアリング時の追加資料の配布は、認めない。 

ウ プレゼンテーションに必要な機材は全て提案者で用意すること。ただし、スクリー

ン及びプロジェクターは本市で用意する。 

(5) その他 

提案書等の提出後に参加を辞退する場合は、速やかに連絡すること（様式６）。 

 

１０ 事業者の選定 

(1) 選定方法 

プレゼンテーションの後、審査基準に基づき審査員が評価点を付け、審査項目ごとの

平均点数が基準以上で、かつ、総評価点数が最も高かった事業者を 1者選定する（「優

先交渉権者」）。なお、優先交渉権者と契約を締結しない場合は、次に得点の高かった事

業者を交渉権者とする。 

(2) 審査基準 

審査項目、評価基準は、別表のとおりとする。 

(3) 選定結果の通知 

選定結果は、令和４年９月初旬（予定）に全ての提案者に対して書面で通知する。 

(4) その他 

審査委員会での選考は、非公開とする。 

 

１１ 契約手続 

令和４年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域脱炭素実現に向けた再エネの

最大限導入のための計画づくり支援事業）交付決定後に、優先交渉権者に選定された者と

本プロポーザルに提出された書類の内容を基本とし、業務仕様及び契約の詳細を協議の

上、本市契約規則に基づき契約を締結する。 

なお、優先交渉権者に選定された者が契約を辞退した場合又は失格に該当することが判

明した場合は、１０(1) において付した次の順位の者と同様の手続を行うものとする。 

提案書等に記載され、選定で評価した項目については、原則として契約締結時の仕様に

反映するものとする。ただし、本業務の目的達成のため必要な範囲において、交渉権者と

の協議により契約締結時に項目を追加し、変更し又は削除することがある。 

 

１２ 失格 

次のいずれかに該当することとなった場合は、提案者及び受託候補者の資格を取り消す
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ものとする。 

(1) 参加資格要件を満たさなくなった場合 

(2) 提案書等が提出期限までに提出されなかった場合 

(3) 提出書類に虚偽の記載があった場合 

(4) 見積額が委託金額の上限額を超えている場合 

(5) プレゼンテーションに参加しなかった場合 

(6) 審査の公平性を害する行為があった場合 

(7) 前各号に定めるもののほか、提案に当たり著しく信義に反する行為等、審査委員長が

失格であると認めた場合 

 

１３ 留意事項 

(1) 提出書類の作成及び提出に係る費用等、プレゼンテーション参加等に係る一切の経費

は、提出者の負担とする。 

(2) 提案書等の著作権は、提案者に帰属する。ただし、本市が本プロポーザルに関する報

告、公表等のために必要な場合は、提案者の承諾を得ずに提出書類の内容を無償で使用

できるものとする。 

(3) 提出された書類は、返却しない。 

(4) 書類提出後の提案書等の修正、変更及び追加は、認めない。 

記載すべき事項の全部又は一部を記載せず、又は書類に虚偽の記載をし、提出書類を

提出した者は、参加申込書及び提案書等を無効とし、失格とする。 

(5) 受託事業者は、各業務の主たる業務を再委託等してはならない。 

(6) 契約締結後であっても、談合その他の不正行為が発覚した場合は、契約を解除するこ

とがある。 

(7) 業務実施体制に記載した予定技術者は、原則として変更することはできない。 

(8) 本プロポーザル参加者が 1者のみの場合も、審査を行い、平均評価点数が基準以上で

あれば、交渉権者として決定する。 

(9) 審査及び選定結果に関しては、いかなる問合せにも応じないものとする。 

(10) 応募者は、審査及び選定結果に対する異議を申し立てることはできない。 

 

１４ 担当課 

  さぬき市市民部生活環境課（さぬき市役所本庁１階）  

  〒７６９－２１９５ 香川県さぬき市志度５３８５番地８ 

電話番号：０８７－８９４－１１１９  ＦＡＸ：０８７－８９４－３０００ 

  E-mail：seikatsu@city.sanuki.lg.jp 
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別表 

審査区分 評価内容 配点 

企業評価 

（業務遂行能力） 

業務を的確に遂行できる十分な人員確保があり、

組織的な運営体制が確保されているか。 

１５ 

地方自治体発注の同種又は類似業務の実績がある

か。 

本業務に関する専門知識や経験を有し、的確な支

援が可能であるか。 

管理技術者及び照査時術者が業務遂行に有用な資

格、経験年数を有しているか。 

提案書 

（業務内容） 

温室効果ガス排出量の推計に工夫がされている

か。 

４５ 

導入可能な再生可能エネルギーが種別に調査・整

理され、導入手法が提案されているか。 

２０３０年度及び２０５０年に向けた将来像及び

地域課題解消を含んだロードマップが策定されて

いるか。 

再生可能エネルギー導入目標及び脱炭素に向けた

必要な政策や指標の検討方法が適切であるか。 

導入目標達成に向けた推進体制となっているか。 

プレゼンテーション 

本業務に対する取組意欲が高く、熱意が感じられ

るか。 

３０ 

事務局と共に業務を実施していく上で必要な協調

性を感じられるか。 

説明が分かりやすく説得力があるか。 

文章表現、図や表、重要事項について分かりやすく

整理されているか。 

見積価格 見積価格が適正か。 １０ 

合  計 １００ 

 

 


